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• 2020年6月17日、国会は、企業法No.59/2020/QH14（「2020年企業法」）および投資法No.61/2020/QH14（「2020年投資
法」）に新たな変更を加えて承認しました。 この変更は、市場参入段階の企業、並びに投資及び事業運営全般にとっての
有利な条件を定めています。

• 2020年企業法および2020年投資法は、2021年1月1日から施行され（2020年投資法の一部を除く）現在の企業法
No.68/2014/QH13及び投資法No.67/2014/QH13から置き換えられます。

What’s new?

2020年投資法は、7の章及び77の条文、4の付録から構成され、
いくつかの大きな変更点があります。

1. 株式の購入、出資、外国投資家の所有割合などの管理手
続の簡素化

2. 投資プロジェクト実施の手順：投資プロジェクトの調整、
及び期間延長、資本評価、投資プロジェクトの終了

3. 投資方針を承認する権限の修正

4. 条件付投資分野/禁止投資分野のリストの修正

5. 投資インセンティブ（インセンティブ、受益者、事業、
特別なインセンティブ及び投資プロジェクトの支援）。

Notable changes

2020年企業法は、10の章及び218の条文から構成され、い
くつかの注目すべき変更点は次のとおりです。

1. 電子ポータルでの企業登録プロセスなどの管理手順を
明確化し、会社印の通知及び経営者の情報の変更に関
する報告の手順を廃止

2. 有限責任会社と株式会社のコーポレートガバナンスに
関する項目（法定代表者、資産の形態による資本拠出
の期限、普通株主の権利、監査役会）の明確化

3. 無議決権預託証券（NVDR）の定義と債券発行に関する
規制の導入

4. 国有企業の定義の拡大

5. 家庭事業に対する個別の規制

6. 企業の再編
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1. 行政手続

電子ポータルによる企業登録（第26条）

• 電子ポータルによる企業登録に関するガイダンスはより詳細
です。事業主は、申請書類のソフトコピーによりオンライン
による企業登録の申請が可能となります（現在のように書類
原本の提出は不要となります）。

会社印（第43条）

• 2020年企業法は、電子商取引法に基づくデジタル署名による
会社印の使用に関するガイドラインを提供し、公式な使用の
前に会社印の通知に関する要件を廃止します。

• 企業は、企業、支店、駐在員事務所およびその他の単位の印
鑑の種類、量、形および内容を、自ら決定するものとします。

2.有限責任会社および株式会社のコーポレートガバナ
ンス

企業の法定代表者（第12条）

• 各法定代表者の権利及び義務の範囲が会社の定款に明確に定
めていない場合、会社の各法定代理人は、第三者に対する企
業の正当な代理人であり、民法およびその他の関連法上、法
定代表者が企業に生じた損害について共同で責任を負います。

資産の形態による出資（第47条、第75条、第113条）

• 資産の形態による資本拠出の期間には、輸送、資産の輸入、
または資産の所有権を移転するための手続の時間は含まれま
せん。

普通株主の権利（第115条）

• 株主総会、企業情報へのアクセスや株主総会の開催などの
重要な権利を行使する株主および株主グループの株式の最
低所有割合の要件が10％から5％に引き下げられ、継続所
有期間に関する要件が削除されました。

コーポレート・ガバナンス体制（54条、79条、137条）

• 国営企業が所有する一人社員有限責任会社及び、国営企業
または国営企業の子会社である二人以上社員有限責任会社
を除き、有限責任会社による監査役・監査委員会の設置は
任意となりました。

3. 資本の充実

株式の種類（第114条）

• 2020年企業法は、議決権を除く、普通株式の権利及び義務
を有する無議決権預託証券（NVDR）の概念を正式に導入し
ています。

債券発行（第46条、第74条、第128条、第129条）

• 有限責任会社は、企業法および関連法の規定に基づいて、
社債の発行が認められている企業のリストに正式に含まれ
ています。

• 2020年企業法では、非公開の株式会社に適用される債券の
私募に関する規制を補足します。
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4. 国有企業

国有企業の定義（第4条、第88条）)

• 国有企業は、国が定款資本または議決権の総数のいずれか
の50％以上を保有する企業として定義されます。

5. 家庭事業 “Household business”

登録および運用（第217条）

• 家庭事業は企業法に準拠していません。 政府はさらに、家
庭事業の登録と運営を別の規則で規定します。

6. 企業の再編

競争法への参照（第200条、第201条）

• 2020年企業法は、合併または買収を実施する前に企業が通
知を要求されている事項又は、企業が禁止されている事項
について言及せず、競争法の条文を参照しており、合併企
業は、競争法の規定を完全に遵守する必要があります。

私人企業の転換（第205条）

• 私人企業から株式会社やパートナーシップへの転換が可能
になりました。

組織再編後の企業の権利と義務（第198条から第205条）

• 2020年企業法は、組織再編に関する企業の決定および規制
に従い、新会社は、分割会社、連結会社、および買収会社、
変換会社のすべての法的義務、権利および利益の継承を強
調しています。
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1. 行政手続

経済組織の設立（第22条）

• 外国投資家は、革新的スタートアッププロジェクトを実施
する中小企業または投資ファンドを設立する場合、投資プ
ロジェクトの策定及び投資登録証明書の発給手続を実施す
る必要はありません。

外国投資家への投資に関する規制の対象となる経済組織の外
国投資家の所有割合（第23条）

• 定款資本の50％超（以前のように51％以上ではなく）外国
投資家が保有する経済組織は、所定の条件を満たし投資手
続を実行する必要があります。

外国投資家による出資、株式、持分の購入に関する手続（第
26条）

• 外国投資家は、以下の各場合には、出資、株式、持分の購
入の登録手続（M&A登録）を行う必要があります。

 条件付投資分野、業種で活動する経済組織における外国
投資家の所有割合の増加

 外国投資家が所有する定款資本を50％未満から50％超に
増加させる、または、資本取引前に外国投資家が既に
50％超の定款資本を所有している場合

 国の防衛と安全保障に影響を与える地域で土地利用権証
明書を付与された経済組織

2. 投資プロジェクトの実施手続

投資プロジェクトの調整（第41条）

• 2020年投資法は、投資プロジェクトの目的、規模、内容を
調整する投資家の権利を規定しています。合併、投資プロ
ジェクトの分離、投資家の変更および、投資プロジェクト
等の一部または完全な譲渡など。

• 投資登録証明書の変更及び投資承認が必要なケースを明確
に規定します。

• 2020年投資法では、投資スケジュールが24か月を超える延
長が認められることを明確にしています。

投資プロジェクト期間の延長（第44条）

• プロジェクト期間の満了時に、投資家がプロジェクトの実
施を継続したい場合（環境汚染などを引き起こす可能性の
ある古い技術、または潜在的に危険な技術を使用するプロ
ジェクトを除く）、延長は考慮されますが、投資法に規定
された最長期間を超えないものとします。

投資資本の評価（第45条）

• 税金債務を決定する特定の場合、投資資本の評価が必要に
なることがあります。

投資プロジェクトの終了（第48条）

• 管轄投資当局は、投資家が民法に反する取引により、投資
活動を実施した場合、投資プロジェクトの全部または一部
を終了することが認められています。
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3. 投資方針を承認する権限

投資提案を承認する首相の権限（第31条）

• 資本金が5兆ドン以上の投資プロジェクト及び、石油とガス
の探査と開発のプロジェクトには、首相の承認は必要あり
ません。

• 2つ以上の各省の人民委員会からの承認を同時に必要とする
投資プロジェクトを承認する首相の権限を補足しています。

• 空港や港湾、住宅投資プロジェクト（販売用、賃貸用な
ど）、都市部プロジェクトに関連する新しい建設投資プロ
ジェクトなど、首相の承認が必要な特定のタイプの投資プ
ロジェクトに関する追加の詳細なガイダンスを提供します。

投資提案を承認する各省の人民委員会の権限（第32条）

• 省レベルの人民委員会は、首相の承認権限外となるゴルフ
プロジェクト、住宅投資プロジェクト（販売用、賃貸用な
ど）、都市部プロジェクトへの投資提案を承認することを
義務付けられています。

4.事業分野

投資禁止分野（第6条）

• 債権回収サービスは禁止事業リストに含まれています。

条件付投資分野（付録IV）

• 2020年投資法は、227分野の条件付投資分野があります
（現在の投資法での243分野から削減されます）。

• フランチャイズ、物流サービス、海運貨物運送代理サービ
スなど、多くの事業分野が条件付投資分野のリストから削
除されています。

• 国家による管理目的で条件投資分野に新たに追加し、関連
する法律との整合性を確保します。追加分野は、生活用浄
水の提供、建築サービスなどです。

外国投資家の事業分野及び市場参入の条件に関するリスト
（第9条）

• 政府は、(a)市場参入を許可していない分野、および(b)条
件付の市場参入分野を含む、外国投資家による市場参入が
制限されている事業分野のリストを公表します。 これら2
つのリストを除いて、外国投資家は国内投資家と同様の市
場参入の条件に従います。

• したがって、市場参入の条件は、外国投資家の投資資本の
所有権、投資の種類、投資活動の範囲及び規模、その他の
条件に基づきます。
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5. 投資インセンティブ

投資インセンティブの形態（第15条）

• 新しい形態のインセンティブとして、加速償却の投資イン
センティブが導入されます。課税所得の計算時に控除可能
額が増加します。

インセンティブの対象となる投資プロジェクト（第15条）

• インセンティブの対象となる投資プロジェクトのリストは、
税法およびその他の関連法に合わせて修正されます。例え
ば、投資規模が6兆ドン以上のプロジェクト、奨励された技
術の移転を伴うプロジェクト、革新的なスタートアップ企
業、イノベーション創出のためのセンターなどです。

投資インセンティブの対象となる分野（第16条）

• インセンティブの対象となる投資数および事業分野数が増
加しています。 科学技術に関する法律に従い、科学技術の
成果から形成される製品の生産、大学教育、医療機器の製
造、バリューチェーン及び産業クラスターを生成する商品
の生産とサービスの提供。

特別なインセンティブ及び投資サポートの補足（第20条、第
75条）

• 2020年投資法は、特別な投資インセンティブに対する政府
の承認と、社会経済に大きな影響を与える多くの投資プロ
ジェクトの開発を促進するためのサポートを可能にするメ
カニズムを導入しています。

─ 3 兆ドン以上の総投資資本を有するイノベーションセン
ター、研究開発センターを設立し、投資登録証明書の発
行または投資承認から3年以内に少なくとも1 兆ドンの
投資資本を拠出する投資プロジェクト（プロジェクトの
拡張を含む）及び、首相の決定により設立された国家イ
ノベーションセンター

─ 30兆ドン以上の投資資本を有し、投資登録証明書の発行
または投資承認から3年以内に少なくとも10兆ドンの投
資資本を拠出する特別投資インセンティブの対象となる
分野の投資プロジェクト

• 特別な支援（優遇税率の引き下げ、優遇税率の期間延長、
免税及び減税など）により、上記のような投資プロジェク
トの法人所得税法上のインセンティブの上限は修正されま
す。 具体的なインセンティブの計画は首相によって承認
されます。
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